
株主の皆様に株主総会における議案を十分に審議いた

だくための時間を確保するため、株主総会実施日の3週間

前に招集通知を発送することを心がけ、議決権行使の円滑

化に努めています。また、より多くの株主の方にご出席いた

だけるよう、集中日を回避し適切な日を設定するとともに、

交通の便が良い会場を選定しています。

株主総会では、グラフや写真を投影して説明を行うなど、

事業活動のポイントをわかりやすくお伝えするよう努めて

います。また、株主の皆様には、事業の状況をまとめた報告

書として「株主通信」を年2回送付しています。

2004年度から神奈川県川崎市立枡形中学校の環境教

育プログラムに協力しています。2011年度は、12月に行わ

れた同校の「エネルギー環境教育ワークショップ」に参加し

ました。

「印刷の昔と今を学びながら、環境にやさしい印刷体験」

を題材に、孔版印刷のしくみや環境への負担が少ない印刷

に向けた取り組みなどについて説明しました。また実習授業

として、ガリ版印刷とリソグラフ印刷を使った新聞づくりで、

「版の作成」から「印刷」までのプロセスを体験してもらいま

した。

当社製品の即時性、高速性を活かし、多くの方が集まるス

ポーツイベントや文化活動の場で速報や号外の発行に、「オ

ルフィス」や「リソグラフ」が活躍しています。

2011年は、第5回全国高校模擬国連大会に「オルフィス」

を貸し出し、会期中に発生する各種書類の印刷に利用され、

高速性が高く評価されました。

また、若者の就労支援団体が主催する東北復興イベントに

おいて、スクリーン製版機「ゴッコプロ100」を使用してポス

ター制作を支援しました。

東日本大震災被災者の救援や被災地の復興に役立てて

いただくため、被災地の県災害対策本部に対し、総額500万

円の義援金を寄付させていただきました。

台風12号による被害がとくに大きかった3県（三重県、奈

良県、和歌山県）に対し、被災者支援のため、総額100万円

の義援金を寄付しました。

適時・適切、かつ積極的な情報開示は企業の重要な責務

であるという認識のもと、決算短信や決算説明会資料、個人

投資家の皆様に向けた事業報告書などの財務情報や株式

情報を、Webサイトで開示しています。また、毎年中間決

算、本決算発表後にアナリスト・機関投資家の皆様向けの説

明会を実施しています。

株主の皆様に対する利益還元について、「企業体質を強

化しつつ業績に裏づけられた成果の配分を行う」という基本

方針のもと、安定配当の継続に努めています。
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一株当たり配当金推移

震災発生直後の情報伝達を支えた「オルフィス」「リソグラフ」

東日本大震災時の対応

2011年3月に発生した東日本大震災では、東北地方の当社のお客様の多くが

被災されました。そうした中、地元のガス局では、ガス漏れの危険を告知する文

書をオルフィスで印刷。また、地域の新聞店では、支援物資の配給や交通状況な

どの情報を避難所の皆さんに知らせる自主発行の新聞をリソグラフで印刷して、

毎日配り続けていらっしゃいました。こうしたお客様の活動を支えるため、当社社

員は、急遽買い集めた自転車で用紙やインクを配り、震災後の不安な皆様に情報

を伝える印刷業務の支援に努めました。

被災製品の特別修理対応の実施

東日本大震災時の対応

東日本大震災によって被災した「オルフィス」「リ

ソグラフ」について、再使用をご希望いただいたお

客様に対して、無償で特別修理対応を実施し、修理

期間は、レンタル機の貸し出しを行いました。

株主・投資家とのかかわり
基本的な考え方
理想科学は、株主・投資家の皆様とのコミュニケーションの充実を図るとともに、
適時・適切な情報開示を行うため、「情報開示方針」を定めています。

基本的な考え方
地域・社会との積極的なコミュニケーション活動と連携を心がけることで、
信頼獲得に努めるとともに、
事業特性を活かした支援を実施しています。

地域・社会とのかかわり

コミュニケーションの充実 「印刷」を題材に環境教育プログラムに協力

寄付活動

イベントへの協力適時・適切な情報開示を実践

安定配当の継続

社会とのかかわり 社会とのかかわり

模擬国連

株主総会

復興支援ポスター制作の風景

エネルギー環境教育ワークショップ

自転車で業務を続ける社員
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